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第６号議案 

 

令和２年度足立区国民健康保険特別会計予算 

予 算 総 則 

 

令和２年度足立区の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

(歳入歳出予算の総額及び区分) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 71,156,812千円と定める。 

  ２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予 

算」による。 

 

(債務負担行為) 

第２条 地方自治法第 214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、 

期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 

(歳出予算の流用) 

第３条 地方自治法第 220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金 

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１） 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じ 

た場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 （２） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款 

内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

 

 

 

令和２年２月２０日提出 

 

足立区長  近 藤 弥 生 







期　　間 限    度    額

業務システム・情報機器等運用管理業
務委託

令和3年度から
令和4年度まで

47,630千円

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 

事　　項　　名
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令和２年度足立区国民健康保険特別会計予算説明書 
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給与費明細書

　　第２　給　与　費　明　細　書

　　　 １　一　般　職

　　　　（１）　総　　括

　　　給 　　　与

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 等

   (  25)　 人 千円 千円 千円

32 57,451 125,926 144,517

 (   0)　 

34 0 134,317 133,807

 (  25)　 

△2 57,451 △8,391 10,710

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当

千円 千円 千円

1,116 26,731 45,161

前　年　度
936 27,271 36,689

比　　較
180 △540 8,472

区　　分 休日給夜勤手当 児 童 手 当 管理職員特別勤務手当

千円 千円 千円

100 800 50

前　年　度
100 660 20

比　　較
0 140 30

＊　（　）内は１（１）ア及びイにおける（　）内の合計で外書きである。

本　年　度

前　年　度

区　　分 職　員　数

比　　　較

本　年　度

本　年　度
職員手当等の

内　　　　訳
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給与費明細書

　　　　費

常 傭 賃 金 計

千円 千円 千円 千円

327,894 68,895 396,789

0 268,124 50,916 319,040

0 59,770 17,979 77,749
＊　常傭賃金については、令和2年度から項目削除。

勤 勉 手 当 管 理 職 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 時間外勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円

28,587 1,108 3,468 2,204 35,192

27,056 1,101 3,213 1,569 35,192

1,531 7 255 635 0

合　　　　　計共 　済 　費
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給与費明細書

　　　　ア　会　計　年　度　任　用　職　員　以　外　の　職　員

　　　給 　　　与

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 等

   (　 0)　 人 千円 千円 千円

32 0 125,926 134,858

 (   0)　 

34 0 134,317 133,807

 (   0)　 

△2 0 △8,391 1,051

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 期 末 手 当

千円 千円 千円

1,116 26,731 35,502

前　年　度
936 27,271 36,689

比　　較
180 △540 △1,187

区　　分 休日給夜勤手当 児 童 手 当 管理職員特別勤務手当

千円 千円 千円

100 800 50

前　年　度
100 660 20

比　　較
0 140 30

＊　（　）内は再任用短時間勤務職員の数で外書きである。

職員手当等の

内　　　　訳

本　年　度

本　年　度

区　　分 職　員　数

本　年　度

前　年　度

比　　　較
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給与費明細書

　　　　費

常 傭 賃 金 計

千円 千円 千円 千円

260,784 48,402 309,186

0 268,124 50,916 319,040

0 △7,340 △2,514 △9,854
＊　常傭賃金については、令和2年度から項目削除。

勤 勉 手 当 管 理 職 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 時間外勤務手当

千円 千円 千円 千円 千円

28,587 1,108 3,468 2,204 35,192

27,056 1,101 3,213 1,569 35,192

1,531 7 255 635 0

共 　済 　費 合　　　　　計
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給与費明細書

　　　　イ　会　計　年　度　任　用　職　員

　　　給 　　　与

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 等

 ( 25) 　人 千円 千円 千円

0 57,451 0 9,659

区　　分 期 末 手 当

千円

9,659

＊　（　）内は会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の
　　勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に
　　比し短い職員の数で外書きである。

本　年　度

職員手当等の

内　　　　訳 本　年　度

区　　分 職　員　数
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給与費明細書

　　　　費

計

千円 千円 千円

67,110 20,493 87,603

合　　　　　計共 　済 　費



給与費明細書
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　　（２）給料及び職員手当等の増減額の明細　

区　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

千円 千円

給　　料 △8,391  給与改定に伴う減額分 △779

 昇給に伴う増額分 1,680

昇給職員数 25人

 その他の減額分 △9,292

　　 人事異動に伴う減額分 △9,292

参　考　職員数の異動状況 職員数

本年度 32人

前年度 34人

増減 △ 2人

　　　　採用､退職の状況(一般会計､特別会計異動者を含む)

採用等 9人

退職等 11人

職員手当等 1,051  地域手当の増減分　 △540

　　内　訳

△158

336

△718

参　考   　給料表改定率　　　△０．５８％

　　　　　昇給に伴う増額分

　　　　　給与改定に伴う減額分

参　考   　平均昇給率　　　　１．３８％

　　　　　人事異動に伴う減額分



給与費明細書

239

区　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

千円 千円

 期末・勤勉手当の増減分 344

　　内　訳

　　　　　給与改定に伴う増額分 1,236

781

△1,673

 その他の増額分 1,247

　　内　訳

180

　　　　　管理職手当 7

　　　　　通勤手当 255

　　　　　住居手当 635

　　　　　児童手当 140

　　　　　管理職員特別勤務手当 30

＊　本表に会計年度任用職員についての増減額は含まない。

　　　　　扶養手当

　　　　　人事異動に伴う減額分

　　　　　昇給に伴う増額分



給与費明細書
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（３）給料及び職員手当等の状況

ア　職員１人当たり給与

一般行政職

２９８，８２２

４０７，１２８

４２

３２２，１５２

４３５，１６４

４３

イ　初任給

　　　参考：国の制度

ウ　級別職員数

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

　６級 0 － 　６級 0 －

　５級 1 2.9 　５級 1 3.0

　４級 2 5.9 　４級 2 6.1

　３級 6 17.6 　３級 6 18.2

　２級 15 44.2 　２級 11 33.3

　１級 10 29.4 　１級 13 39.4

計 34 100.0 計 33 100.0

＊　（３）給料及び職員手当等の状況に会計年度任用職員は含まない。

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

一 般 行 政 職区　　分一 般 行 政 職

平 成 ３０ 年
１０月１日現在

（単位　人、％）

総合職　１８６,７００
一般職　１８２,２００

区　　　　　分

令 和 元 年
１０月１日現在

区　　分

円
一般職　１５０,６００

高 校 卒

一般行政職

大 学 卒

区　　分 一般行政職

１８３，７００

平 成 ３０ 年
１０月１日現在

平均給料月額（円）

令 和 元 年
１０月１日現在

区　　分

大 学 卒

円
１４７，１００

高 校 卒



給与費明細書

（等級別基準職務表）

オ　定年退職に係る退職手当

カ　地域手当

（１）配偶者　　　　　　　　 　     6,500円
（２）子　　　　　　　　　　　　　    9,000円 （２）子　                         10,000円

区　分 国

47.709

支給率　（％）

キ　その他の手当

支 給 率（％）

係長、担当係長
又は主査の職務

(1.15)

2.25
(1.16)

（３）父母等　　　　　　　　　　    　6,000円

＊　上記(２)のうち、満16歳の年度初めから
　満22歳の年度末までの子がある場合
　　　　　　　　　　 　　　　　　 　 13,000円

＊　上記(２)のうち、満16歳の年度初めから
　満22歳の年度末までの子がある場合
　　　　　　　　　 １人につき5,000円を加算

（３）父母等　　　　　　　　　　    6,500円

（１）配偶者　　　　　　 　　　　     6,000円

32.95

（月分）

33.27075

国の制度
地域区分に応じて　２０～３ 

２０
２８

24.586875 47.709

扶養手当

支給率計

１級

国の制度

係員の職務

2.25

３級

4.50

一般行政職

(0.10)

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

有

２級

(2.32)

4.65

支　給　期　別　支　給　率

2.225 0.25
(1.15)

12月(月分)
区分

６月(月分)

エ　期末・勤勉手当

(1.10)
2.175

本年度

６級 ５級 ４級

部長、担当部長
又は参事の職務

課長、担当課長
又は副参事の職務

課長補佐の職務

主任の職務

定年前早期退職特例措置
(1年につき2％を加算)

その他の加算措置35年勤続の者 最高限度

（月分）

24.55

（月分）

47.70 47.70

有

有

(1.10)

(月分)３月(月分)

(0.10)

4.50

25年勤続の者

国の制度
(支給率等)

対象職員数（人）

定年前早期退職特例措置
(1年につき3％を加算)

0.252.10

－
( － )

足　　立　　区

(2.35)

(2.35)
前年度

2.15
(1.16)

（月分）
支給率等

区分 20年勤続の者
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給与費明細書

交通機関(電車･バス等)利用者 交通機関(電車･バス等)利用者
運賃相当額(６か月定期券価額) 運賃相当額(６か月定期券価額)
１か月当たりの支給限度額 １か月当たりの支給限度額

＊　異動等に伴う新幹線通勤の加算措置あり ＊　異動等に伴う新幹線通勤の加算措置あり

交通用具（自転車等）利用者 交通用具（自転車等）利用者
片道　 2㎞以上5㎞未満 片道　 2㎞以上5㎞未満
片道　 5㎞以上10㎞未満 片道　 5㎞以上10㎞未満
片道　10㎞以上15㎞未満 片道　10㎞以上15㎞未満
片道　15㎞以上20㎞未満 片道　15㎞以上20㎞未満
片道　20㎞以上25㎞未満 片道　20㎞以上25㎞未満
片道　25㎞以上35㎞未満 片道　25㎞以上30㎞未満
片道　35㎞以上 片道　30㎞以上35㎞未満

片道　35㎞以上40㎞未満
交通機関・交通用具（1km以上2km未満）併用者 片道　40㎞以上45㎞未満

片道　45㎞以上50㎞未満
片道　50㎞以上55㎞未満

通勤不便勤務庁  2,600円～20,400円 片道　55㎞以上60㎞未満
身体障がい者  3,900円～24,900円 片道　60㎞以上

ク　昇給

区 分 合 計
職　員　数　　　　　（Ａ）
昇給に係る職員数　　（Ｂ）

比率（Ｂ）／（Ａ）
職　員　数　　　　　（Ａ）
昇給に係る職員数　　（Ｂ）

比率（Ｂ）／（Ａ）
＊　前年度の職員数は、３１年４月１日現在の実員数。

4人

16人

18人

2人

６号給

24,400円

15,800円

3,000円 4,200円
5,000円 7,100円
7,000円 10,000円
9,000円 12,900円
11,000円
13,000円

29,800円
31,600円

18,700円
21,600円

前
年
度

号給数別内訳

１号給
２号給

33人

5人

１号給

４号給
号給数別内訳

本
年
度

25人
0人
0人
0人

32人

78.8%

２号給
３号給

78.1%

４号給
３号給

26人

６号給
５号給

55,000円

2,600円

55,000円

　特急料金等の２分の１相当額で20,000円を限度

2,600円 2,000円

＊　単身赴任手当を支給されている職員で、留
　守家族の住居経費を負担している場合
　　　　　　上記、手当月額の２分の１を支給

国

　特急料金等の２分の１相当額で20,000円を限度

足　　立　　区

住居手当

借家・借間　年度末年齢27歳以下　　 　27,000円
                  　 28歳以上32歳以下17,600円
　　　　　　　　　 　33歳以上　　 　　8,300円

＊　単身赴任手当を支給されている職員で、留守
　家族の住居経費を負担している場合
    　　　　上記、手当月額の２分の１を支給
　　　　　（ただし8,300円は、4,100円を支給）

通勤手当

区　分

28,000円
26,200円

16,000円を超
える住居を借
りている職員

支給限度額　28,000円

５号給 5人

0人

1人
0人
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事　　項　　名  特   定   財   源
国・都支出金 そ の 他

業務システム・情報機器等
運用管理業務委託

47,630 0 0 47,630

 第 ３  債務負担行為で翌年度以降の支出予定額等に関する調書

左　の　財　源　内　訳
限　度　額

一 般 財 源
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(単位　千円)

事業費総額
金　　額

令和3年度から
令和4年度まで

47,630 23,815 71,445

 翌 年 度 以 降 支 出 予 定 額 今　年　度
予　算　額期　　間
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